第1号様式（第5条関係）

年度　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付申請書

令和　年　月　日

大分県知事　　　　　　　殿

	所在地
	

	事業者名
（又は団体名）
	

	代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　



　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金の交付を受けたいので、大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。

	
	申請区分：
	
	通常枠　／　賃上げ枠　（いずれかに○）

	
	補助事業の名称：
	
	

	
	事業実施期間（和暦）：
	
	　年　月　日　　～　　　　年　月　日

	
	補助対象経費（予定）：
	
	　　　　　　　　　　円

	
	補助金交付申請額：
	
	　　　　　　　　　　円

	
	担当者：
	
	氏名　　　　　　　　　　
電話　　　　　　　　　　
メール


記

（添付書類）
１　導入計画書（第2号様式）
２　収支予算書（第3号様式）
３　誓約書（第4号様式）
４　賃金増加率計算表（第5号様式）及び賃金台帳（賃上げ枠のみ）
５　見積書等
６　その他必要書類


第2号様式（第5条関係）

導入計画書

	事業者概要
	

	現状の課題
	

	支援窓口で整理した課題・目標
	

	導入するデジタルツール等の内容
	

	実施体制
	

	実施スケジュール
	

	期待効果（KPI）
	

	支援の概要
※DXコンサルタント記入欄
	

	担当DXコンサルタント氏名及び連絡先
※DXコンサルタント記入欄
	



（導入ツール等の内訳）
	No.
	名称
	種別
（ソフト/クラウド/設定等）
	目的
	金額（円）
	備考

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	







第3号様式（第5条関係）

収支予算書

１　収入（単位：円）
	項目
	金額
	備考

	県費補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他（　　　　　　　）
	
	

	計
	
	



２　支出（単位：円）
	項目
	金額
	備考

	ソフトウェア導入費
	
	

	クラウドサービス利用料
	
	

	導入設定・移行・連携構築費
	
	

	ハードウェア購入費
（該当がある場合）
	
	

	計
	
	




第4号様式（第5条関係）
誓　　約　　書

私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。　
また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。
記
１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。
（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 暴力団員が役員となっている事業者
（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している者
（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者
（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している者
（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。
３　申請内容及び添付書類の記載事項は事実に相違ありません。
４　虚偽申請その他不正が判明した場合は、交付決定の取消し及び補助金の返還等に応じます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
大分県知事 　　　　　　　殿
　　　　　　　　
                 　　　         〔法人、団体にあっては事務所所在地〕
　　　　　　　　　　　　         住　　所
   　　　　       　　         　                 　      　　
　　　　　　　　                （ふりがな）
                             　　氏    名          　　   　                    　         　　

                                 生年月日　（明治・大正・昭和・平成） 　年　　月　　日（男・女）

※  県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。


第5号様式（第5条、第11条関係）
[image: ]


第6号様式（第6条関係）

変更承認申請書

年　　月　　日

大分県知事　　　　　　　殿

	所在地
	

	事業者名
（又は団体名）
	

	代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　



　令和　年　月　日付け第　号で交付決定通知のあった大分県中小企業等デジタルツール導入補助金について、大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱第６条第１項の規定により、下記のとおり変更承認を申請します。

記
	
	

	変更の理由：
	

	変更の内容（概要）：
	

	変更後の補助対象経費：
	　　　　　　　　　　　　　　円

	変更後の補助金額（見込）：
	　　　　　　　　　　　　　　円


（添付書類）変更導入計画書（第7号様式）、変更収支予算書（第8号様式）ほか必要書類


第7号様式（第6条関係）

変更導入計画書

（変更箇所が分かるよう、変更前後又は変更内容を明記すること。）
	項目
	記載欄

	変更点の概要
	

	変更の理由
	

	導入ツール等の変更内容
	（名称、数量、金額、目的 等を記載する事）


	スケジュールの変更
	

	期待効果（KPI）の変更
	















第8号様式（第6条関係）

変更収支予算書

（変更前後が比較できるよう記載すること。）
	項目
	変更前（円）
	変更後（円）
	増減（円）
	備考

	ソフトウェア導入費
	
	
	
	

	クラウドサービス利用料
	
	
	
	

	導入設定・移行・連携構築費
	
	
	
	

	ハードウェア購入費
	
	
	
	

	計
	
	
	
	




第9号様式（第6条関係）

中止（廃止）承認申請書


大分県知事　　　　　　　殿

	所在地
	

	事業者名
（又は団体名）
	

	代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　




　令和　年　月　日付け第　号で交付決定通知のあった大分県中小企業等デジタルツール導入補助金について、大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱第６条第１項の規定により、補助事業の中止（廃止）の承認を申請します。

記

	
	

	中止（廃止）の別：
	中止　／　廃止（いずれかに○）

	中止（廃止）の理由：
	

	中止（廃止）年月日：
	　年　月　日

	現在までの実施状況：
	

	支出済額（見込）：
	　　　　　　　　　　円




第10号様式（第6条関係）

補助事業遂行状況報告書


大分県知事　　　　　　　殿

	所在地
	

	事業者名
（又は団体名）
	

	代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　




　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金について、大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり補助事業の遂行状況を報告します。

記

	項目
	内容

	進捗状況
	（例）導入準備／設定／移行／運用開始／効果検証　等


	実施内容（概要）
	

	課題・遅延要因（あれば）
	

	今後の予定
	

	支出状況（累計）
	円




第11号様式（第7条関係）

年度　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金
交付決定通知書

第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　大分県知事　　　　　　　　　

　令和　年　月　日付けで申請のあった大分県中小企業等デジタルツール導入補助金について、下記のとおり交付決定したので通知します。
記

１　補助対象経費　　　　　金　　　　　　　　円
２　補助金の交付決定額　　 金　　　　　　　　 円
３　補助条件
（１）補助事業の内容（賃上げ枠から通常枠への変更を含む。）又は経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をする場合は、知事の承認を受けること。なお、通常枠から賃上げ枠への変更はできない。
（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、知事の承認を受けること。
（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。
（４）収入及び支出を明らかにした帳簿並びに証拠書類は、補助事業完了日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管すること。
（５）暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であってはならないこと。
（６）この補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。）は、知事の承認を受けないで、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保の用に供してはならないこと。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」という。）に定められている財産については、大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間を経過している場合はこの限りではないこと。
（７）財産は、財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管し、当該補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従って、その効率的な運用を図ること。
（８）財産のうち、一件当たりの取得価格が５０万円以上のものを処分しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けること。ただし、大蔵省令に定められている財産については、大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間を経過している場合はこの限りではないこと。
（９）知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった場合は、その収入の全部又は一部を県に納付させることがあること。
（１０）大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱（以下、交付要綱）第５条第３項ただし書きの規定により補助金の交付申請をした場合は、交付要綱第１１条の規定による実績報告書の提出時に、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになったときは、これを補助金額から減額して報告すること。
（１１）交付要綱第５条第３項ただし書きの規定により補助金の交付申請をした場合は、交付要綱第１２条の規定による補助金の額の確定通知を受けた後において、消費税等の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときは、その金額（前号の規定により減額した場合は、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書（交付要綱第６号様式）により速やかに知事に報告するとともに、当該金額を返還すること。
（１２）交付決定前に行った契約、発注又は支払は、補助対象外とする。
（１３）その他、大分県補助金交付規則及び交付要綱の定めに従うこと。
第12号様式（第7条関係）
年度　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金
交付決定変更通知書


第　　　　　号
年　　月　　日


　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　大分県知事　　　　　　　


　令和　年　月　日付けで変更申請のあった上記の補助金については、下記のとおり変更することに決定したので、大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱第７条第２項の規定により通知します。

記

	補助対象経費：
	（変更前　金　　　　　　　　円）
　　　　　金　　　　　　　　円

	補助金の交付決定額：
	（変更前　金　　　　　　　　円）
　　　　　　　　　　　　　　円

	変更の内容：
	

	変更の理由：
	


補助条件
（１）補助事業の内容（賃上げ枠から通常枠への変更を含む。）又は経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をする場合は、知事の承認を受けること。なお、通常枠から賃上げ枠への変更はできない。
（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、知事の承認を受けること。
（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。
（４）収入及び支出を明らかにした帳簿並びに証拠書類は、補助事業完了日の属する年度の翌年度から起算して５年間整備保管すること。
（５）暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者であってはならないこと。
（６）この補助事業によって取得し、又は効用の増加した財産（以下「財産」という。）は、知事の承認を受けないで、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保の用に供してはならないこと。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」という。）に定められている財産については、大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間を経過している場合はこの限りではないこと。
（７）財産は、財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管し、当該補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従って、その効率的な運用を図ること。
（８）財産のうち、一件当たりの取得価格が５０万円以上のものを処分しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けること。ただし、大蔵省令に定められている財産については、大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間を経過している場合はこの限りではないこと。
（９）知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった場合は、その収入の全部又は一部を県に納付させることがあること。
（１０）大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱（以下、交付要綱）第５条第３項ただし書きの規定により補助金の交付申請をした場合は、交付要綱第１１条の規定による実績報告書の提出時に、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになったときは、これを補助金額から減額して報告すること。
（１１）交付要綱第５条第３項ただし書きの規定により補助金の交付申請をした場合は、交付要綱第１２条の規定による補助金の額の確定通知を受けた後において、消費税等の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときは、その金額（前号の規定により減額した場合は、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書（交付要綱第６号様式）により速やかに知事に報告するとともに、当該金額を返還すること。
（１２）交付決定前に行った契約、発注又は支払は、補助対象外とする。
（１３）その他、大分県補助金交付規則及び交付要綱の定めに従うこと。


第13号様式（第10条関係）
年度　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付請求書

年　　月　　日
大分県知事　殿
	所在地
	

	事業者名
（又は団体名）
	

	代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　




　令和　年　月　日付け第　号で交付決定通知のあった大分県中小企業等デジタルツール導入補助金について、下記のとおり補助金の交付を請求します。

記

	交付決定額
	　　　　　　　　　円

	既受領額
	　　　　　　　　　円

	今回請求額
	　　　　　　　　　円

	残額
	　　　　　　　　　円

	支払先口座
	金融機関名
金融機関コード（４桁）
支店名
支店コード（３桁）
種別
口座番号
口座名義（カナ）




第14号様式（第11条関係）
年度　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金実績報告書

年　　月　　日

大分県知事　　　　殿

	所在地
	

	事業者名
（又は団体名）
	

	代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　




　令和　年　月　日付け第　号で交付決定通知のあった大分県中小企業等デジタルツール導入補助金について、大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり実績を関係書類を添えて報告します。
記
	
	

	事業実施期間：
	　年　月　日　～　　　　年　月　日

	事業の概要：
	

	補助対象経費（実績）：
	　　　　　　　　　円

	補助金精算額（見込）：
	　　　　　　　　　円



（添付書類）導入実績書（第15号様式）、収支精算書（第16号様式）ほか大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱第１１条に定める書類


第15号様式（第11条関係）
導入実績書

１　事業日程及び事業の内容
	作業項目
	実施日程
	内容（成果物・設定内容等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	



２　導入したデジタルツール等
	No.
	名称
	導入形態
	数量
	金額（円）
	備考

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	



３　効果（KPIの達成状況等）
	指標
	計画値
	実績値
	補足

	
	
	
	

	
	
	
	




第16号様式（第11条関係）
収支精算書

１　収入（単位：円）
	項目
	精算額
	予算額
	増減
	備考

	県費補助金
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	



２　支出（単位：円）
	項目
	精算額
	予算額
	増減
	備考

	ソフトウェア導入費
	
	
	
	

	クラウドサービス利用料
	
	
	
	

	導入設定・移行・連携構築費
	
	
	
	

	ハードウェア購入費
	
	
	
	

	計
	
	
	
	




第17号様式（第12条関係）
年度　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金
補助金の額の確定通知書


第　　　　　号
年　　月　　日

　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　大分県知事　　　　　　　　


年 月 日付けで提出のあった　　年度　大分県中小企業等デジタルツール導入補助金実績報告書に基づき、　　年　月　日付け　第　　号による交付決定通知に係る補助金の額 
円については、金　　　　円に確定したので、大分県中小企業等デジタルツール導入補助金交付要綱第１２条の規定により通知します。



第18号様式（第6条関係）
財産管理台帳

申請者名（　　　　　　　　　　　　）
	No.
	区分
	名称
	数量
	単価（円）
	取得価格
（円）
	取得年月日
	補助金額
（円）
	耐用年数
	処分制限期間
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



image1.emf
令和 年 月分 A 増加率

令和 年 月分 B - %

入力欄 記入例

名称

担当者名

連絡先電話番号

※交付申請においては試算を、

　実績報告においては実績を記載すること。

労働者氏名 採用年月日 区分 時間数 日数 時間数 日数

1 円 円 円 円

2 円 円 円 円

3 円 円 円 円

4 円 円 円 円

5 円 円 円 円

6 円 円 円 円

7 円 円 円 円

8 円 円 円 円

9 円 円 円 円

10 円 円 円 円

11 円 円 円 円

12 円 円 円 円

13 円 円 円 円

14 円 円 円 円

15 円 円 円 円

16 円 円 円 円

17 円 円 円 円

18 円 円 円 円

19 円 円 円 円

20 円 円 円 円

【記載にあたっての留意事項】

・交付申請（第５条関係）に際しては、交付申請時点での直近１か月分（以下、「賃上げ前」という。）の賃金台帳に記載のある全ての従業員（パートやアルバイト等を含む）を対象とすること。

・実績報告（第１１条関係）に際しては、実績報告時点での賃上げ前の賃金台帳に記載のある全ての従業員（パートやアルバイト等を含む）を対象とすること。

・賃金増加率計算表には、全従業員に支払った賃金のうち、基本給に該当するものを記載すること（残業代、賞与、各種手当等は含まれない）。

・賃金増加率計算表における増加率が、賃上げ前より１．５％以上増えている場合に要件達成となる。

・行が足りない場合は必要に応じて追加すること。

・賃上げ前の賃金台帳に記載があるが、その後休職、退職等で賃上げ後の賃金台帳に記載がない者

　及び賃上げ前の賃金台帳には記載がないが　その後雇用された者については、増加率算出の対象から除外し、賃金増加率計算表対象外従業員一覧（第５号様式別添）に

　記入すること。また、賃上げ前後の賃金台帳において、賃金形態が変更となっている者（時給→日給など）は、同条件での比較が困難であることから、増加率算出の対象から

　除外し、賃金増加率計算表対象外従業員一覧（第５号様式別添）に記入すること。

【各項目の記載事項】

「労働者氏名」の欄には、賃上げ前の賃金台帳に記載のある全従業員の氏名を記入すること（ただし、賃金増加率計算表対象外従業員一覧（第５号様式）に記載する者を除く）。

「採用年月日」の欄には、雇用契約を結んだ日（具体的には、企業と従業員との間で雇用契約が成立した日付）を記入すること。

「区分」の欄には、給与の賃金等単価区分（時給・日給・月給のいずれか）を記載すること。

「Ａ　賃上げ前賃金等単価（支給済）」の欄には、賃上げ前の賃金台帳をもとに、賃金等単価（時給・日給・月給）を記入すること。

「Ａ　時間数」の欄には、区分を「時給」とした場合、賃上げ前の賃金台帳をもとに、労働時間数を記入すること。

「Ａ　日数」の欄には、区分を「日給」とした場合、賃上げ前の賃金台帳をもとに、労働日数を記入すること。

「Ａ　賃上げ前月額賃金（支給済）」の欄には、賃上げ前賃金等単価（支給済）を記載すること（時給の場合は賃金等単価と時間数の積、日給の場合は賃金等単価と日数の積）。

「Ｂ　賃上げ後賃金等単価（支給済）」の欄には、賃上げ後の賃金台帳をもとに、引上げ後の賃金等単価（時給・日給・月給）を記入すること。

「Ｂ　時間数」の欄には、区分を「時給」とした場合、「Ａ　時間数」に記入した労働時間数を記入すること。

「Ｂ　日数」の欄には、区分を「日給」とした場合、「Ａ　日数」に記入した労働日数を記入すること。

「Ｂ　賃上げ後月額賃金（支給済）」の欄には、賃上げ後賃金等単価（支給済）を記載すること（時給の場合は賃金等単価と時間数の積、日給の場合は賃金等単価と日数の積）。

賃金増加率試算（計算）表

　交付申請（実績報告）時点での直近１か月分の賃金台帳

　賃上げ後の１か月分の賃金台帳（実績報告のみ）

令和年月分 令和年月分

Ａ Ｂ



（株）大分商事

別府　花子

097-536-1111

賃上げ前

賃金等単価

（支給済）

賃上げ前

月額賃金

（支給済）

賃上げ後

賃金等単価

（支給済）

賃上げ後

月額賃金

（支給済）


